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株式会社批評空間（仮称）及び批評空間投資事業有限責任組合（仮称）設立契約書

住　所

発起人

住　所

発起人

住　所

発起人

住　所

発起人

住　所

発起人

2000年　月　　日、上記発起人
間において、株式会社批評空間（仮称
）及び批評空間投資事業有限責任組合（仮称）設立につき、以下の通り、契約が成立した。

第１章　株式会社批評空間（仮称。以下本株式会社という）

第1条　

本株式会社は、次の各号に掲げる事業を営むことを目的
とする。

①

②

③

第２条

本株式会社の発行株式総数
は　　　株とし、その種類は額面普通株式とし、１株の金額は金５万円
とする。

第３条

本株式会社の設立に際して発行する株式の総数
は　　株とする。

第４条

１、前条の株式中、発起人の引き受ける株式
は下記の通り、合計　　株とし、その引受価額は１株につき金５万円とする。

発起人　○○○○　　　　　　　株

発起人　○○○○　　　　　　　株

発起人　○○○○　　　　　　　株

発起人　○○○○　　　　　　　株

発起人　○○○○　　　　　　　株

２、前条の株式中、前項の残りの株式は本投資組合が発起人として
で引き受ける。

第2章 批評空間 投資事業有限責任組合（仮称。以下本投資組合という）

第５条

　本投資組合は、本株式会社に対する投資事業を行うことを目的とする。

第６条

本投資組合の出資予定総額は金　　　　　　　万円とし、１口の金額
は金　　　万円とする。

第７条

前条の出資予定総額中、各発起人の出資約束金額は下記の通り、合計金　　　　　　万円とする。

発起人　○○○○　　　金　　　　　　　万円

発起人　○○○○　　　金　　　　　　　万円

発起人　○○○○　　　金　　　　　　　万円

発起人　○○○○　　　金　　　　　　　万円

発起人　○○○○　　　金　　　　　　　万円

第８条

本投資組合の無限責任組合員
は発起人○○○○とし、その他の発起人は有限責任組合員とする。

第３章　通則

第９条

本株式会社の定款原案の作成、本投資組合の組合契約原案の作成その他設立に関する事務手続は、発起人○○○○
に委任し、重要事項については発起人会で決定する。

第10条

発起人△▲△▲
を発起人代表と定める。

　

第11条

本株式会社及び本投資組合の設立費用
は、各発起人が平等に負担するものとする。

　　2000年10月18日

株式会社 批評空間（仮称）及び批評空間 投資事業有限責任組合（仮称）

　　　　　　　　　　　　　　　発起人代表

　　　　　　　　　　　　　　　発起人

　　　　　　　　　　　　　　　発起人

　　　　　　　　　　　　　　　発起人

　　　　　　　　　　　　　　　発起人

�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��発起人というのは、会社の設立を企画し、実行する者をいい、必ず１株以上の株式を引き受けなくてはなりません。ここでは、生産協同組合の組合員（共同経営者）と実質的に同じような意味だと思って結構です。


そして、発起人（共同経営者）同士が、どのような会社（経営形態・事業内容）にするか、その基本を話し合い、合意に達したものが、ここに作成・調印した設立契約書（或いは発起人組合規約）というものです。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��もちろん、正式名称が決まっていれば、それに越したことはありません。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��会社設立の際に、事業目的として定款に記載し、登記に記載するものです。但し、あくまでも、基本的な事業さえ明記されていれば結構です。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��この数は、3条の設立に際して発行する株式の総数の4倍までしか認められていないので、そこから逆算すればいいと思います。例えば、設立時の発行が500株だったら、ここは最大2000株となります。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��商法の規定で、最低5万円以上であることを要求されています。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��従って、ここは集めたいと重っている資金総額を5万で割った数になります。例えば、3000万を資本として集めたい場合、3000÷５＝600株となります。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��ここで重要なことは、発起人は全員同数の株式を引き受けるようにしたことです。つまり、それにより、資本的な制度の下でも、各発起人の議決権が対等になるように（＝企業組合の「一人一票の原則」の実現）したのです。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��最初、投資組合も、株式会社の発起人の一員になってもらおう（その方が、設立手続が簡単）と思っていたのですが、法務省に問い合わせた結果、法的に無理だと言われました（その理由は、発起人になれるのは、自然人と法人だけで、投資組合みたいな法人格のない団体はこれに該当しない、というものです）。


その結果、株式会社の設立のやり方として、シンプルで手続が簡単な発起設立（発起人だけで株式を引き受ける方式）はあきらめ、やや手続が複雑な募集設立（発起人以外の人からも株式を引き受けてもらう方式）のやり方を取らざるを得ませんでした。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��１口の金額に特に制限はありません。自由に決めてもらって結構です。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��ここは、株式会社で言うと、代表取締役等の経営者に関する事柄なので、あえて記載しなくてもよかったかもしれませんが、今回の投資事業組合は新しい制度であって、出資者はまだこの制度がどんなものか知らないと思うので、組合の業務執行者（=無限責任組合員。もちろん、ここには、Ｎさん以外の方が入ってもらっても結構です）以外は、有限責任しか負わないことを明らかにして、無用な心配をなくすように、ここに規定しました。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��同様に、もちろん、ここには、Ｎさん以外の方が入っても結構です。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��代表になるための法律的な条件は、とくにありません。もちろん、設立手続を担当する９条の発起人の人が発起人代表になって構いません。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��やや専門的になりますが、ここでは２つのことが問題になります。


１つは、設立費用（会社や投資組合を設立するために要した登記費用、パソコン等備品などの経費）は、最終的に、会社や投資組合の経費として処理されるのか、それとも発起人や組合員自身の負担で処理されるのか。


２つめは、たとえ会社や投資組合の経費として処理されるとしても、商法では設立費用は定款の相対的記載事項であり、原則として検査役の調査を要するとなっているので、こうして手続が必要になるのか。


第１の点については、設立の際に出資したお金は銀行の別段預金に払い込まれ、払込金保管証明書を発行してもらわねばなりません。そのお金が自由に使えるのは、会社設立後のことです。


従って、設立までは、個人（発起人や組合員自身）が立て替え、設立後、会社の経費としてその精算をおこなうことになります。


第２の点については、会社が設立されるまでは、本来の設立費用のほかに、事務所家賃、交通費、人を採用した場合には給料、その他の費用が発生するのが常です。通常、会社設立前2～3ケ月のこうした経費は、設立後の会社の一般経費として計上することが、一般に認められております。つまり、こうした経費については、商法の規定にもかかわらず、検査役の検査といった面倒くさい手続は不要です（←臨機応変というべきか、誠にいかがわしい）。





PAGE  
2

